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 2） 清永（［₂₀₁₁］, ₃₅頁）。
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ですか
ら、法律の規定のみをもってすべての課税ル－ルを規律することは困難で
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あるといわざるを得ません
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。
…租税法の解釈適用が厳格にされなければならないとされている一方で、
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条文にはその意味するところかが必ずしも明確とはいえないような用語
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（不確定概念）
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が用いられていることも少なくはありません。
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べきとする租税法の解釈論において大いなる脅威であります
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配慮した適正な法解釈ができなくなってしまう恐れがある
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ためには、不確定概念を用いることは、ある程度不可避であり、また必要
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性を欠いた行為または計算について、何らかの不確定概念のもとにその容
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認を認めることは、不合理であるとはいいきれない
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、具体的数値を用いれば
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、法規自体が硬直的に
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なり取引の背景を考慮した適正な法解釈ができなくなってしまう
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ことも確かで
ある。したがって法の執行に際して、具体的事情を考慮するとともに租税負担
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の公平を維持する
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等により右判断が社会通念に照らして著しく妥当性を欠くことが明らかであるかどうか
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について審理し、それが認められる場合に限り
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らして著しく妥当性を欠いていると認める場合、その行為は裁量権の範囲を超え又はそ
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の濫用があったものとして違法であるとされる
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⑴ 　ある単独の視点（文言、侵益か否か等）から裁量の存否、幅が一元的に定
まるわけではなく、それを定めようとする場合、多様な視座から総合的に
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
考慮しなければならない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。
⑵ 　裁量の存否、幅を考える場合、第一次的な判断材料となるのは、あくま
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でも法律の規定と当該行為の性質である
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、司法の判断では比較
的緩やかに「裁量」を肯定できると考えられるが、逆に、侵益的作用を持
4 4 4 4 4 4 4
つ行為であれば、裁量を認める際にはより積極的な根拠が求められること
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しているか、によって知ることができる






4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
的に考慮するなかで裁量の存否が決定される
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のであり、その範囲について
も、こうした総合的判断の延長線上にて決せられる
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の行使は一定の実体的基準に違背している場合
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ことで決定される。
⑵ 　行政庁の自由裁量については、その行政行為に裁量の踰越
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（範囲の逸脱）
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または濫用は認められない
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性・法的安定性保障機能を十分に発揮し、そしてそれが申告納税制度の適正なる運用へ
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と繋っていくのである
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、という。また、税法上の概念が一見すると不明確であるように
みえても、その概念を用いる規定の趣旨・目的に照らして、その概念の意味を明らかに
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することができるのであれば、一見不明確の一事をもって直ちに、不確定概念の使用が
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課税要件明確主義に違反するとはいえない
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全なる審理に服すると考えられており
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か、と自らに問い
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、元来、裁量基準の設定は法律上要求されていないことから
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行政がこれを定めた場合でも、それは内部的に決定するだけである
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（行政規則
にあたる）から、私人に対して法的な効力を有しない
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行使は恣意的になりやすい
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、ある意味では法以上の
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重要な行為規範として機能を果たしている
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といってよく法社会学的にも重要な
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法源性を構成しており
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、それは判例においても示されている
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により計算した金額
とされている（法税令₁₁₉条の₁₃ ₄ 号イ）。そして、この「合理的な方法
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額な部分の金額
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と認められるものがある場合、その正当な理由がある
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と認められる事実に基づく税額
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…（傍点は筆者）」と規定されている。つまり、＂正当な理
由（やむ得ない事由）＂等は、納税者側でその証明をしなくてはならない

















本件は、審査請求人が相続税法₁₉条の ₂ －配偶者に対する相続税額の減額－第 ₁ 項（以下、
「相法₁₉条の ₂ ①」という）の適用を受けるために提出した「遺産が未分割であることにつ
いてやむ得ない事由がある旨
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の承認事項」が認められるか否かを争点とする事案である。
請求人は、平成 ₆ 年 ₉ 月₂₆日に死亡した夫（被相続人）の共同相続人の ₁ 人であるが、

















申告期限から ₃ 年を経過する日の翌日から ₁ か月を経過する日である。
審理は以下の通りである。
養子縁組の争訟は、Ｌ裁判所に係属し、その判決が平成 ₉ 年 ₃ 月₂₄日に言い渡されて

















































請求人は、平成₁₁年₁₀月 ₁ 日から平成₁₂年 ₉ 月₃₀日までの事業年度の法人税について
の青色の確定申告書を平成₁₃年 ₅ 月₃₀日に提出した。またそれには留まらず、請求人は
平成 ₈ 年₁₀月 ₁ 日から平成 ₉ 年 ₉ 月₃₀日までの事業年度ないし本件事業年度までの ₄ 事
業年度の法人税の確定申告についても平成₁₃年 ₅ 月₃₀日に一括して提出している。この
ため原処分庁は、平成₁₃年 ₆ 月₂₇日付で本件事業年度以後の法人税の青色申告の承認の
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申告の承認の取消処分を行うかどうかは、税務署長の合理的な裁量にゆだねられている
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でない限り、違法あるいは不当とならないものと解することが相当である
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を提出すべき者の申請により
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が、第 ₁ 審はこれを適法と判断した
が、第 ₂ 審はこれを違法であると判断をした。つまり、過少加算税賦課決定は認められ
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あったということができる。
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らしてもなお納税者に過少申告加算税を賦課することが不当又は酷になる場合である
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又はこれと政令で定める
特殊の関係のある居住者の所得税の負担を不当に減少させる結果になると認め
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られるものがある
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ときは、その居住者の所得税に係る更正又は決定に際し、そ
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の行為又は計算にかかわらず、税務署長の認めるところにより
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、その居住者の
各年分の…（略）…掲げる金額を計算することができる
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。このため、税
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・ 福岡地裁平元年（行ウ）第₂₇号所得税更正処分取消請求事件 平成 ₄ 年 ₅ 月₁₄日判決
（税務訴訟資料₁₈₉号₅₁₃頁）：第 ₁ 審
・ 福岡高裁平成 ₄ 年（行コ）第₁₈号所得税更正処分取消請求控訴事件 平成 ₅ 年 ₁ 月₁₀
日判決（税務訴訟資料₁₉₄号₃₁₄頁）：控訴審
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少させる結果となると認められる
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に減少する結果と認められるか
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及び専ら経済的、実質的見地において当該行為
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又は計算が通常の経済人の行為として不合理、不自然なものかどうかを基準として
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判断すべき
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平の観点及び実質的な見地から通常の経済人としての行為にあるまじき行為で
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あるとして不合理、不自然なものであると判断できること
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ことを規定してい
る。ここでの「不相応に高額な部分
4 4 4 4 4 4 4 4 4
」については政令、すなわち法人税法施行












・ 名古屋地裁平成 ₂ 年（行ウ）第 ₅ 号法人税更正処分取消等請求事件 平成 ₆ 年 ₆ 月₁₅
日判決（税務訴訟資料₂₀₁号₄₈₅頁）：第 ₁ 審
・ 名古屋高裁平成 ₆ 年（行コ）第₂₁号法人税更正処分取消等請求控訴事件 平成 ₇ 年 ₃
月₃₀日判決（税務訴訟資料₂₀₈号₁,₀₈₁頁）：控訴審
・ 最高裁（第三小）平成 ₇ 年（行ツ）第₁₁₀号法人税更正処分取消等請求上告事件 平成
₉ 年 ₃ 月₂₅日判決（税務訴訟資料₂₂₂号₁₂₂₆頁）：上告審
＜事実の概要と判決の要約＞
34
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定と予測可能性という租税法律主義の目的とするところが阻害されないかぎり、租税の
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公平負担の原則からみて不確定概念をもって課税要件を定めることは許されないもので
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ら明らかなもの
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であり、その予測も不可能ではない。よって、法人税法
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主義に反するものではない
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かである
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して相当な報酬額の上限とすべきである
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（代表取締役は₅₄₀万、取締役には₄₅₀万円）には、相当な報酬
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の範囲内にあるといえる























5．2．3 「著しく不適当な…」－財産評価基本通達 第 1 章 総則  6 項－
標記、第 ₁ 章総則 ₆ 項には、「この通達の定めによって評価することが著し
4 4
く不適当と認められる財産の価額





・ 東京地裁平成 ₂ 年（行ウ）第₁₇₇号相続税更正処分等取消請求事件 平成 ₄ 年 ₃ 月₁₁
日判決（税務訴訟資料₁₈₈号₆₃₉頁）：第 ₁ 審
・ 東京高裁平成 ₄ 年（行コ）第₃₃号相続税更正処分等取消請求控訴事件 平成 ₅ 年 ₁ 月
₂₆日判決（税務訴訟資料₁₉₄号₇₅頁）：控訴審
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評価通達第 ₁ 章総則 ₆ 項「この通達の定めによって評価することが著しく不適当と認め
4 4 4 4 4 4 4 4 4
られる財産の価額
4 4 4 4 4 4 4 4
は、国税庁長官の指示を受けて評価する」の通り、本件マンションの
評価額は相続税法₂₂条のいう＂時価＂とすることが、納税者間の実質的負担の公平
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質負担の公平を害することになる場合もあり
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又は提出されなかった







₁₄年 ₆ 月₁₀日、平成₁₅年 ₁ 月₃₁日、同年 ₂ 月₁₇日又は同月₁₈日、同年 ₃ 月₁₇日、同年 ₄
月₁₀日、同年 ₆ 月 ₉ 日の ₆ 回にわたり文書又は口頭でＰ ₁ 社の財務諸表の提示を求め、

































ても法基通 ₁ － ₃ － ₄ では、「…有無相助けて日常生活の資を共通にしている
ことをいうのであるから、必ずしも同居していることを必要としない」という
42
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Introduction to the Uncertain Concept of Tax Law
 Hirofumi Kami
ABSTRACT
This purpose of the study is to clarify the application of uncertain 
concepts to positive laws of the tax laws as well as to show that such 
application helps how tax authorities apply these concepts, with the goal 
to determine ways to interpret and apply them. Additionally, this study 
examines the extent to which one is allowed to elucidate or interpret the 
scope of uncertain concepts based on the discretion of the taxation 
agency. 
This paper discusses items of the uncertain concept, which are 
classiﬁed into four types: A） ask the taxpayers questions to verify facts and 
ensure validity, B） indicate the extent （ status）, C） indicate the temporal extent, 
and D） ask the meaning of the terms.
The following items are created to interpret the abovementioned 
concepts:
　₁. The tax burden is, or is not, extremely unfair.
　₂.  Such uncertain concepts unfairly distorted by taxpayers who 
have the ability to know economic facts, or they are tax-
effective.
　₃.  From the perspective of formal decisions and more substantial 
economic activities based on law, these uncertain concept 
present, or do not present, an improper, irrational. And unnatural 
interpretation for business people.
Moreover, “discretion” is the ability to know to the real economic facts 
regarding tax, realize that the tax calculation is for taxpayers, and above 
three recognized uncertain concept types.
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